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キッズデザイン賞の取組

 子どもの身体・行動特性等が配慮され、子どもの安全性に優れたデザイン等
を「キッズデザイン」として表彰。

 第１０回となる平成２８年度は、優秀賞として「経済産業大臣賞」４点を選出し、

子どもの製品事故の削減につながる取組みを後押し（ＮＰＯ法人キッズデザイン協議
会主催）。

１０歳未満の子どもによる製品重大事故の発生
件数は、平成２２年度では３２件であったが、
平成２６年度では１２件と減少傾向にある。

【参考】10歳未満の製品事故による被害状況の推移（作成：NITE）
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小学校高学年向け消費者教育事業（製品安全教育）

 小学校高学年の児童を対象に、製品安全を確保するための、事業者、消費者の役割
や、製品の安全を示すマークの意味を学ぶことができる教材を開発。

 外部講師による出前授業に加え、小学校教師が自ら授業を行う方式での普及も目指
し、教員向けの手引きも作成。

 平成２８年度は、全国５箇所の小学校でモデル授業を実施予定。今後、更なる普及
を目指し、関係機関等へ働きかけを行っていく。

平成２７年度小学校製品安全教育モデル授業風景

兵庫県太子町立龍田小学校 1クラス（18人）

兵庫県太子町立斑鳩小学校 2クラス（76人）

大阪府堺市東三国丘小学校 3クラス（105人）

神奈川県横浜市立三ッ境小学校 4クラス（125人）

東京都墨田区立曳舟小学校 4クラス（123人）

平成28年度実施予定小学校
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「使い捨てライター」の規制品目追加

 使い捨てライターを使用した子供の火遊びによる火災事故を防止するため、消費生活
用製品安全法の対象品目に使い捨てライターを追加。（平成２３年９月完全施行）

 子供が簡単に着火できない、着火レバーが重いライター（ハードブッシュ式）や、着火に
２段階の操作が必要なライター（ダブルアクション式）が販売。

○規制の対象となるライターは、
使い捨てライター（いわゆる１００円ライ
ター）や多目的ライター（いわゆる着火マン）の
うち、燃料の容器と構造上一体となっているもの
で、容器にプラスチックを用いたもの。

○ 技術基準では、

構造、強度、耐久性等の製品の安全性を求める
とともに、子供が簡単に操作できない対策
（チャイルドレジスタンス機能）を義務付け。

１．規制内容 ２．ライター規制の効果

○ライターを発火源とする火遊びによる火災は、
大幅減少。
東京消防庁管内では、規制前に１０件近く発生
していた５歳以下の子供の火遊びによる火災が、
平成２５年は３件。（うち、２件は規制前のライ
ターによるもの、１件は不明）

製造業者・輸入業者は、国の
定める技術基準に適合し、登
録検査機関の証明書を保管
し、ＰＳＣマークをライター
に表示する義務がある。

※消安法の規制（菱形ＰＳＣマーク）
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「レーザーポインター」の規制品目追加

 出力過大な粗悪品が玩具として普及したことに伴い、子供の重大事故（ほぼ失明）が
発生したことを踏まえ、消費生活用製品安全法の対象品目にレーザーポインターを含む
レーザー製品を追加。（平成１３年３月完全施行）

 レーザー光線の出力を規制（玩具はクラス１まで）し、レーザー光線の放出状態を維
持する機能を有することを原則禁止。

○規制の対象となるレーザー製品は、
可視光線を外部に照射して、点、文字又は図形
を表示することを目的として設計したもので
あって、容易に持ち運びができるもの。

○ 技術基準では、

レーザー出力、製品全長を含む構造、放出状態
維持機能又は異常時対応機能の有無、出力安定
回路の義務付け等の製品の安全性を求める。

１．規制内容 ２．レーザー製品規制の効果

○レーザー出力規制に加え、カプセル玩具（通
称：ガチャガチャ）としての販売ができなく
なったことで、粗悪品の流通が減少。
規制前に年間数件程度発生していた子供による
重大事故が、規制後は報告されていない。

製造業者・輸入業者は、国の
定める技術基準に適合し、登
録検査機関の証明書を保管
し、ＰＳＣマークをレーザー
ポインター本体に表示する義

務がある。

※消安法の規制（菱形ＰＳＣマーク）
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○使用者（保護者等）の誤使用等によるものと考えられる乳幼児の転落事故の発生

背景

乳幼児用ベッドの運用・解釈通達の改正（平成２６年４月１日施行）
※消費生活用製品安全法の運用改正

乳幼児の転落事故等を防止するための使用
上の注意事項の追加

①出生後２４月以内の乳幼児が使用する旨（使用
時期の明確化）

②使用後は前枠を所定の位置に戻す旨
③つかまり立ちが出来るようになる時期（概ね出

生後５月以上）の目安を追記
④つかまり立ちが出来るようになったらベッドに
足
がかりとなる物を入れない旨

図表示による注意事項の明確化

左記、②及び③について、注意事項を文字で記
載することに加えて、使用者が認識しやすいよう
に図表示を貼付すること。

「乳幼児ベッド」（消安法の指定製品）の運用改正①
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消費者向け周知チラシを作成

「乳幼児ベッド」 （消安法の指定製品）の運用改正②


